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島根原発稼働の是非を問う住民投票を実現する会・米子 

共同代表 河合康明 

 

皆さん、こんにちは。 

共同代表をいたしております、河合です。 

本日は、お集り頂き、ありがとうございます。 

 

いよいよ、署名開始の時期が来ました。 

私はここに、１か月間全力で署名集めに尽力することを皆さんにお誓いするとともに、６万

筆以上の署名獲得に向けて、皆さんのご協力を心よりお願い申し上げます。 

 

島根原発の稼働は、米子市の「まちづくり」に大きな影響を及ばします。「エネルギー問題

は国策だから国に任せておけばよい」という方も居られます。しかし、原発の稼働は、単に

エネルギー問題にとどまらず、経済や環境、食や健康、そして私たち住民の命にもかかわる

重要な課題です。国策に関わることはその通りですが、同時に地域にとっても「他人任せ」

にはできない大きな問題であることを忘れてはなりません。 

 

原発の稼働期間は、原則 40 年ですが、近年 20 年の延長が認められるようになってきまし

た。稼働終了後の廃炉期間も含めると 100 年にも及ぶ長期間、周辺地域に影響を及ぼし続

けます。大きな影響を受けるのは、若い世代、そしてこれから生まれてくる子供たちです。 

いまを生きる私たちは、未来の子供たちに対して責任があります。「どのような街づくりを

して、次世代にバトンタッチするのか」。一人一人が、真剣に考えることが大切ではないで

しょうか？ 

 

ここで、私たちの活動の目標と理念を再確認させていただきたいと思います。私たちの活動

の目標・ゴールは明確です。「島根原発稼働の是非を問う住民投票を実現させ、この問題に

関して熟議の場を住民に提供する」ことです。 

 

そして理念、すなわち基本的な考えは３つあります。1 つ目は、「中立の姿勢で議論する」

ということです。私たちの会は、「原発推進」あるいは「原発反対」という、どちらか一方

に偏った立場をとるのではなく、原発に賛成の人も反対の人も、互いに意見を出し合って議

論を深めたいと考えています。 



 

２つ目は、「他人任せにしない自治」ということです。米子市は、米子市民自治基本条例を

定めていて、「市民一人一人が主体となって街づくりを推進していく」ことを謳っています。

そして、その第 29 条では、「市政の特に重要なことについて、事案ごとに、その都度、条例

で定めるところにより、市民投票ができる」と規定しています。原発稼働は、まさに市政の

特に重要なことに該当する事案であり、住民投票によって市民の総意を明らかにするべき

である言えるのではないでしょうか。 

 

３つ目は、「住民投票は民主主義のバージョンアップに資する」という考え方です。日本は

民主主義国家であり、住民が主役というのが基本です。しかし、米子市でも住民の数が多い

ので、通常は全員が参加するというのは非現実的であり、間接民主主義、すなわち選挙で選

んだ市会議員さんたちに政治を託すことになっています。それでも、先ほど申し上げました

ように、「特に重要な事案」については、市民投票すなわち直接民主主義が認められている

のです。 

 

なぜ住民投票が民主主義のバージョンアップになるのか？私は、２つの効用があると考え

ています。1 つは、住民レベルで熟議が行われることです。住民投票条例が制定されれば、

住民の関心が高まります。そして、様々な形で住民に対して情報提供が行われます。そうな

ると、町のあちこちでこの問題が話題にのぼり、議論が深まっていきます。このことは、「ま

ちづくりに主体的に関わろうとする」住民の意識を高め、米子市のレガシーとなって次世代

に引き継がれると思います。 

 

２つ目は、議会の役割を補完するということです。米子市長さんは、島根原発の稼働につい

て意見を求められたら、「市民の意見を聞いたうえで、議会と相談して決める」とアンケー

トに答えられました。議会と相談することは当然の事と思いますが、その際に、市長さんや

議員さん達には、米子市民の総意を十分に把握し、尊重したうえで議論していただきたいと

思います。 

 

市長さんや市議さんたちは選挙で選ばれた私たちの代表ですが、とはいっても選挙の際に

原発問題が争点になっていたわけではなく、ましてや今年の市長選挙は無投票でした。従い

まして、私たち市民は市長さんや議員さんたちが原発に対してどのようなお考えをお持ち

なのか分かりません。また逆に、市長さんや議員さん達も、市民がどのように考えているか

十分に把握しているとは思えません。であるとすれば、住民投票によって米子市民の総意を

明らかにすることは、市長さんや議員さんたちが議論する際に重要な判断材料を提供する

ことになります。すなわち、「住民投票は間接民主主義を補完する」ことになります。 

 



条例制定を直接請求するのに必要な署名数は、有権者の 2％、米子市の場合、約 2500 筆で

す。しかしこの数は最低必要な数であり、とても十分ではありません。これまで全国数か所

の原発で再稼働に向けて住民投票の運動が起こり、いずれも 2％の壁を越えましたが、すべ

て議会で否決され、住民投票に至っておりません。議会の高い壁があるというのが現状です。

その高い壁を越えるには、圧倒的な市民の後押しが必要です。住民投票を実現する会・米子

では、議会の承認を得るには市民の半数、約 6 万筆の署名が必要と考えています。6 万筆と

いうのはとてつもなく高いハードルですが、私たちはそれを乗り越えなければなりません。 

 

そのためには、より沢山の受任者が必要です。皆さんが署名集めに回られる際、署名集めと

同時に、受任者集めにもご尽力いただければ、大変ありがたいと思います。私たちの会は「一

家に一人受任者を」というスローガンを掲げ、受任者大募集を続けて参ります。署名期間に

入っても受任者になっていただくことが可能です。米子市の有権者であれば、国家公務員、

教育公務員、選挙管理委員会関係者など一部の例外を除き、だれでも受任者になれます。受

任者は、一人で沢山の署名を集める必要はありません。自分と自分の家族だけでも大丈夫で

す。ぜひ一人でも多くの受任者獲得に、ご協力をお願いいたします。 

 

最後に、今一度心よりのお願いを繰り返させて下さい。私たちにとってかけがいのないふる

さと。その「ふるさとの未来を、住民一人一人が主体的に考え選ぶ」こと、それが住民投票

を実施することの意義であり、私たちはその実現に向かって全力で進んでいかなければな

りません。皆さんのご理解とご協力、よろしくお願いいたします。 

 

2021 年 11 月 20 日 


